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令和４年度事業報告  
 

県内への新幹線導入等による鉄道高速化や、在来線の安全かつ安定的な運行確保

のための課題解決等に向けて、令和４年度は次の事業を実施した。 

 

１ 運営に関する事業 

（１）理事会（書面開催） 

   開催日：令和４年４月５日（火） 

内 容：総会に付議する事項 

（２）総会 

   開催日：令和４年４月２１日（木） 

   内 容：報告（令和３年度事業報告・収支決算見込み） 

役員の選任 

令和４年度事業計画・収支予算（案） 

要望書（案） 

 （３）第２回理事会（書面開催） 

   開催日：令和４年６月１６日（木） 

内 容：第２回総会に付議する事項 

（４）第２回総会（書面開催） 

   開催日：令和４年６月３０日（木） 

    内 容：令和３年度事業報告・収支決算 

 

２ 新幹線導入や在来線の整備促進等に関する事業 

（１）要望活動 

日 程：令和４年７月２２日（金） 

参加者：事務局長（愛媛県交通政策室長） 

要望先：国土交通省鉄道局幹線鉄道課 

内 容：四国の新幹線計画の整備計画への格上げに向けた調査の実施、ＪＲ

松山駅への新幹線駅併設に向けた調査・検討の実施等について要望 
    

日 程：令和４年８月２日（火）、令和４年８月３日（水） 

   参加者：副会長（松山市長） 

   要望先：ＪＲ四国、ＪＲ西日本 

   内 容：四国において新幹線を骨格とした公共交通ネットワークの早期実現

等を要望。 

（２）広報活動  
    以下のイベントにおいて、パネル展や四国の新幹線応援キャラクターの 

「つなぐん」出演など広報活動を実施。 
     実施日：令和５年２月５日（日） 
     場所等：四国まるごと公共交通利用促進キャンペーン 2022 

（大街道商店街アーケード内） 
 将来の利用主体となる若年層へのＰＲを強化するため、イベント等 
配布するグッズを作成。 

内容：塗り絵 1,000 部、クリアファイル 3,000 部、缶バッジ 2,000 個 

（３）研修活動 

    ア 西九州新幹線（武雄温泉～長崎間）現地視察に参加 

     （参考（長崎駅周辺の開発状況）：21 ページ） 

日時：令和４年９月１０日（土）、９月１１日（日） 

報 告 
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場所：西九州新幹線（武雄温泉～長崎駅間）、ヒルトン長崎 

参加：愛媛県副知事、松山商工会議所会頭 

     対象：自由民主党四国ブロック両院議員会所属議員、四国４県知事、 

        四国経済連合会、四国商工会議所連合会、ＪＲ四国 

主催：自由民主党四国ブロック両院議員会 
 
    イ 令和４年度四国の新幹線勉強会に参加（オンライン） 

日時：令和４年１２月２３日（金）14：00～16：00 

場所：高松商工会議所２階大ホール（オンライン配信併用） 

主催：香川県ＪＲ四国線複線電化・新幹線導入期成同盟会 

（４）機運醸成活動 

 ア 若年層向けシンポジウム「それいけ！四国新幹線 2022」の開催 

  日時：令和４年１０月１６日（日）13：00～15：00 

  場所：愛媛大学南加記念ホール（定員 250 名、参加者 181 名）及び 

     南海放送 YouTube にてﾗｲﾌﾞ配信（総再生時間 438 時間、視聴回数 2,627 回） 

  内容：講義「鉄道で地域まちづくりをデザインする」 

     パネルディスカッション「愛媛の未来は新幹線とともに」 

  出演：ダーリンハニー 吉川正洋（お笑い芸人、芸能界屈指の鉄道ﾌｧﾝ） 

     STU48 瀧野由美子（瀬戸内が拠点のｱｲﾄﾞﾙｸﾞﾙｰﾌﾟのｾﾝﾀｰで新幹線が大好き） 

     愛媛ｺﾚｸｼｮﾝ副代表 平松義土（県内大学生による団体、地域活性化の活動） 

愛媛大学社会共創学部教授 松村暢彦 

四国旅客鉄道株式会社愛媛企画部長 窪仁志 

     備考：10/16～10/29 の 14 日間、南海放送 YouTube にてアーカイブ配信 

        （総再生時間 922 時間、視聴回数 6,582 回） 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 松山空港における広報啓発活動 

  期間：令和４年７月１日（金）～令和５年３月３１日（金） 

  場所：①松山空港１階国内線到着ロビー 

     ②松山空港１階インフォメーションロビー 

  内容：「四国の新幹線実現を目指して」動画の放映 

 

 

 

 

 

 

３ 在来線の安全かつ安定的な運行確保に関する事業 

該当なし 

４ 鉄道災害復旧に関する事業 

該当なし 



収 入 額 円

支 出 額 円

差引残高 円

（１）収入の部 （単位：円）

　経理区分 予算額 収入額 差引 備　　考

900,000 900,000 0

3,377,000 3,377,000 0

1,000 46 △ 954 預金利息

2,899,557 2,899,557 0 前年度からの繰越金

7,177,557 7,176,603 △ 954

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

7,177,557 7,176,603 △ 954

（２）支出の部 （単位：円）

　経理区分 　費目 内訳 予算額 支出額 差引 備　　考

会議費 350,000 157,740 192,260 4/21定時総会

事務費 30,000 8,373 21,627 収入印紙、色紙額

要望経費 500,000 376,972 123,028
6/7期成会東京大会
8/2～4JR要望等

広報活動費 500,000 462,820 37,180
塗り絵、クリアファイル、缶バッ
ジ

研修会費 400,000 84,560 315,440
4/21定時総会
9/10、11西九州新幹線視察

機運醸成
活動費

4,300,000 4,299,680 320
シンポジウム、松山空港デジ
タルサイネージ広告

1,097,557 0 1,097,557

7,177,557 5,390,145 1,787,412

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

7,177,557 5,390,145 1,787,412

規約第13条（3）
（鉄道災害復旧に関
する事業）

　助成事業費

　小計

規約第13条（3）
（鉄道災害復旧に関
する事業）

　負担金

　繰越金

　小計

　助成事業費

合　　計

合　　計

規約第13条（1）
（運営及び新幹線導
入や在来線の整備
促進等に関する事
業）

規約第13条（2）
（在来線の安全かつ
安定的な運行確保に
関する事業）

規約第13条（2）
（在来線の安全かつ
安定的な運行確保に
関する事業） 　小計

　小計

事業費

機運醸成活動負担金

5,390,145                

7,176,603                

　繰越金

規約第13条（1）
（運営及び新幹線導
入や在来線の整備
促進等に関する事
業）

　繰越金

予備費

　小計

会費

1,786,458                

　その他収入

事務局費

令和４年度収支決算

　費目

　小計

　負担金

報 告
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令和５年度事業計画（案） 

 

鉄道の抜本的高速化を図るため、県内の新幹線導入を促進するとともに、在来線

の整備促進及び県内の在来線の安全かつ安定的な運行確保のための課題解決を図り、

もって地域の振興発展に寄与することを目的に、要望活動や広報活動、機運醸成活

動等を実施する。 

 

１ 運営に関する事業 

総会・理事会のほか、会長、副会長及び理事の所属する団体の職員による幹事

会を必要に応じて開催する。 

 

２ 新幹線導入や在来線の整備促進等に関する事業 

（１）要望活動 

日 程：令和５年７月（予定） 

参加者：会員の代表者 

要望先：国土交通省、本県選出国会議員 

 ※別途、JR 西日本、JR 四国に対しても実施 

（２）広報活動 

県内外におけるＰＲ活動の実施 

    ア ＰＲ用パンフレット等の配布 

    イ ＨＰによる情報発信 

    ウ パネル展の開催やパブリシティ活動など 

（３）研修活動 

四国への新幹線導入に向け会員団体間の情報共有を図るため、事務担当者会

議等を開催するほか、四国新幹線整備促進期成会などが実施する新幹線に関す

るシンポジウム等への参加 

 （４）新幹線導入に係る機運醸成活動 

   県内外における機運の醸成を図る。 

 ア イベントの開催 

  ○ ファミリー層をターゲットにエミフル MASAKI 等大型商業施設で開催 

  ○ 鉄道に造詣の深いタレントによるトークショー 

  ○ 新幹線の整備効果や生活に与える影響等に関するパネル展示 

  ○ クイズや塗り絵コーナーの設置 

 イ ＪＲ松山駅における広報啓発活動 

  ○ 改札ボックス及びホーム階段ステップ面へのラッピング 

第１号議案 
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収 入 額 6,080       千円

支 出 額 6,080       千円

（１）収入の部 （単位：千円）

　経理区分 予算額 前年度予算額 差引増減 備　　考

900            900            0 詳細は別紙のとおり

3,393          3,377          16 愛媛県

1                1                0 預金利息

1,786          2,899          △ 1,113 前年度からの繰越金

6,080          7,177          △ 1,097

-                -                0

-                -                0

-                -                0

-                -                0

-                -                0

-                -                0

6,080          7,177          △ 1,097

（２）支出の部 （単位：千円）

　経理区分 　費目 内訳 予算額 前年度予算額 差引増減 備　　考

会議費 350            350            0 会場使用料　等

事務費 30              30              0

要望経費 500            500            0
旅費
要望物品代　等

広報活動費 500            500            0
啓発アイテム作成費、
　　　　　　展示経費　等

研修会費 400            400            0 講師謝金、旅費　等

機運醸成
活動費

4,000          4,300          △ 300
機運醸成イベント、広報
啓発活動

300            1,097          △ 797

6,080          7,177          △ 1,097

-                -                0

-                -                0

-                -                0

-                -                0

6,080          7,177          △ 1,097

令 和 ５ 年 度 収 支 予 算 （案）　

　費目

規約第13条（1）
（運営及び新幹線導
入や在来線の整備
促進等に関する事
業）

会費

機運醸成活動負担金

　その他収入

　繰越金

　小計

規約第13条（2）
（在来線の安全かつ
安定的な運行確保に
関する事業）

　負担金

　繰越金

　小計

規約第13条（3）
（鉄道災害復旧に関
する事業）

　負担金

　繰越金

　小計

合　　計

規約第13条（1）
（運営及び新幹線導
入や在来線の整備
促進等に関する事
業）

事務局費

事業費

予備費

　小計

合　　計

規約第13条（2）
（在来線の安全かつ
安定的な運行確保に
関する事業）

　助成事業費

　小計

規約第13条（3）
（鉄道災害復旧に関
する事業）

　助成事業費

　小計

第２号議案
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（単位：円）

300,000 0 0 300,000

162,000 0 0 162,000

62,000 0 0 62,000

40,000 0 0 40,000

29,000 0 0 29,000

52,000 0 0 52,000

49,000 0 0 49,000

31,000 0 0 31,000

30,000 0 0 30,000

43,000 0 0 43,000

30,000 0 0 30,000

29,000 0 0 29,000

3,000 0 0 3,000

3,000 0 0 3,000

9,000 0 0 9,000

7,000 0 0 7,000

5,000 0 0 5,000

3,000 0 0 3,000

2,000 0 0 2,000

4,000 0 0 4,000

7,000 0 0 7,000

900,000 0 0 900,000

松　野　町

鬼　北　町

愛　南　町

合　計

　・会費は、愛媛県３０万円、市町６０万円とし、市町ごとの会費は、均等割及び人口割で算定。
　・負担金は、令和５年度において予定なし。

上　島　町

久万高原町

松　前　町

砥　部　町

内　子　町

伊　方　町

西　条　市

大　洲　市

伊　予　市

四国中央市

西　予　市

東　温　市

愛　媛　県

松　山　市

今　治　市

宇 和 島 市

八 幡 浜 市

新 居 浜 市

別紙

令和５年度会費・負担金

団体名 会費
（規約第13条第1号）

負担金
（規約第13条第2号）

負担金
（規約第13条第3号）

計
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要望書（案） 
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全国各地で新幹線の整備が進み、リニア時代の幕開けを控える中で、四

国は今なお、新幹線の具体的な計画のない唯一の地域として取り残されて

おり、地方創生に懸命に取り組む中で、地域間競争に大きく後れを取るこ

とを危惧しております。 

四国の公共交通の基幹的役割を担うＪＲ四国は、ＪＲグループで唯一新

幹線を持たない環境の中で、従来からの急速な人口減少や高速道路との競

合等に加え、コロナ禍や燃油価格高騰により、ますます厳しい経営を強い

られております。経営安定基金の運用益の確保や助成金の交付など、ＪＲ

四国に対する支援が継続されているところですが、依然厳しい経営環境の

もとで自立を目指すためには、新幹線の導入による抜本的高速化が不可欠

であります。令和３年３月の衆参国土交通委員会において、ＪＲ四国支援

関連法案を審議する中で、「四国における新幹線についても検討を進める

こと」との附帯決議が全会一致で採択されたほか、同時期に策定されたＪ

Ｒ四国の長期ビジョンの中でも、新幹線等による抜本的高速化の早期実現

に向けて取り組むことが明記されており、地域としても、オール四国の体

制で新幹線を迎え入れる機運をますます盛り上げていきたいと考えてお

ります。 

四国の新幹線が実現すれば、対本州や四国内のアクセスが飛躍的に向上

することで利便性が大いに高まり、ビジネス・観光、文化等多様な分野で

の交流促進に多大な効果があると見込んでおり、平成 26 年の「四国にお

ける鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査」においても、岡山から瀬戸大

橋を経由して四国の県庁所在地を結ぶルートでは、フル規格新幹線整備に

妥当性があるとの調査結果が示されたことから、四国新幹線整備促進期成

会では、リニア中央新幹線の大阪延伸が予定される 2037 年を四国の新幹

線開業の目標として掲げているところです。 

また、近い将来の発生が危惧される南海トラフ地震や、近年激甚化・頻

発化している自然災害への対応力を強化し、リダンダンシーを確保した上

で地域防災力を向上させ、ポストコロナ時代における東京一極集中型から

多核連携型の国土形成への転換のためには、四国への新幹線導入は不可欠

であります。 

第３号議案 



要望書（案） 
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本県においては、現在、ＪＲ松山駅の高架化事業を実施する中で、新幹

線乗り入れを念頭に、官民協働で新駅を検討しているところであり、ＪＲ

松山駅に新幹線駅を併設し、これを起点として、南予地域を始めとする県

内各地への乗継利便性を向上させることによって、本県全域で新幹線整備

の波及効果が得られるようにすることが強く望まれます。 

加えて、四国の鉄道が、地域の活性化に向け、交通体系の基幹としての

使命と、地域住民の生活の足としての役割を果たすためには、既存の鉄道

網の維持・活性化を図ることも重要であることから、地域においては、県

及び市町等が、ＪＲ四国と一体となってその利用促進等に取り組んでおり、

国においても、在来線の線形改良や踏切の解消、南予への電化延伸等のほ

か、老朽化対策や災害復旧事業への支援の一層の拡充が望まれます。 

つきましては、四国の新幹線の早期実現等に向け、以下の点について特

段のご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

 

１ 四国の新幹線を四国の公共交通の骨格と位置づけ、一日も早い実現を

図るため、令和６年度(2024 年度)予算編成において、整備計画格上げに

向けた法定調査を実施するための措置を講じること。 

 

２ ＪＲ松山駅に新幹線駅を併設すること。 

 

３ 在来線の維持・改良及び災害復旧に向けた支援を拡充すること。 

 

令和５年 月  

愛媛県新幹線導入促進期成同盟会 

会長 愛媛県知事 中村 時広 
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(令和５年5月19日現在)

所　　属 役　職 氏　名

愛 媛 県 知 事 中 村 時 広 会長

愛 媛 県 議 会 議 長 高 山 康 人 副会長

愛 媛 県 市 長 会 会 長 武 智 邦 典 理事

愛 媛 県 町 村 会 会 長 佐 川 秀 紀 理事

松 山 市 市 長 野 志 克 仁 副会長

今 治 市 市 長 徳 永 繁 樹

宇 和 島 市 市 長 岡 原 文 彰

八 幡 浜 市 市 長 大 城 一 郎

新 居 浜 市 市 長 石 川 勝 行

西 条 市 市 長 玉 井 敏 久

大 洲 市 市 長 二 宮 隆 久 監事

伊 予 市 市 長 武 智 邦 典

四 国 中 央 市 市 長 篠 原 実

西 予 市 市 長 管 家 一 夫

東 温 市 市 長 加 藤 章

上 島 町 町 長 上 村 俊 之

久 万 高 原 町 町 長 河 野 忠 康

松 前 町 町 長 岡 本 靖

砥 部 町 町 長 佐 川 秀 紀

内 子 町 町 長 小 野 植 正 久 監事

伊 方 町 町 長 高 門 清 彦

松 野 町 町 長 坂 本 浩

鬼 北 町 町 長 兵 頭 誠 亀

愛 南 町 町 長 清 水 雅 文

愛 媛 県 市 議 会 議 長 会 会 長 渡 部 克 彦 理事

愛 媛 県 町 村 議 会 議 長 会 会 長 職 代 理 者 三 谷 喜 好 理事

愛 媛 県 商 工 会 議 所 連 合 会 会 頭 髙 橋 祐 二 副会長

愛 媛 県 商 工 会 連 合 会 会 長 村 上 友 則

愛 媛 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 会 長 服 部 正

愛 媛 経 済 同 友 会 代 表 幹 事 山 口 普 理事

愛 媛 県 経 営 者 協 会 会 長 田 中 和 彦

（一社）愛媛県観光物産協会 会 長 中 村 時 広 理事

（ 一 社 ） 愛 媛 県 旅 行 業 協 会 会 長 清 水 一 郎

日 本 旅 館 協 会 愛 媛 県 支 部 支 部 長 大 木 勝 也

愛媛県旅館ホテル生活衛生同業組合 理 事 長 大 木 正 治

道 後 温 泉 旅 館 協 同 組 合 理 事 長 新 山 富 左 衛 門

愛 媛 県 農 業 協 同 組 合 中 央 会 代 表 理 事 会 長 西 本 滿 俊 理事

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 会 長 職 務 代 行 者 芝 芳 亀

愛 媛 県 漁 業 協 同 組 合 代表理事組合長 平 井 義 則

(令和５年5月19日現在)

所　　属

衆 議 院 議 員

参 議 院 議 員

愛 媛 県 新 幹 線 導 入 促 進 期 成 同 盟 会 会 員 一 覧

愛 媛 県 新 幹 線 導 入 促 進 期 成 同 盟 会 顧 問 一 覧

氏　　名

塩崎　彰久、村上　誠一郎、井原　巧、
長谷川　淳二、白石　洋一

山本　順三、永江　孝子、山本　博司
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愛媛県新幹線導入促進期成同盟会 Ｒ５年度要望書（案） 昨年度との対比 

昨年度 今年度の修正箇所（下線部） 備考 

全国各地で新幹線の整備が進み、リニア時代の幕開け

を控える中で、四国は今なお、新幹線の具体的な計画のな

い唯一の地域として取り残されており、地方創生に懸命

に取り組む中で、地域間競争に大きく後れを取ることを

危惧しております。 

全国各地で新幹線の整備が進み、リニア時代の幕開け

を控える中で、四国は今なお、新幹線の具体的な計画のな

い唯一の地域として取り残されており、地方創生に懸命

に取り組む中で、地域間競争に大きく後れを取ることを

危惧しております。 

 

四国の公共交通の基幹的役割を担うＪＲ四国は、ＪＲ

グループで唯一新幹線を持たない環境の中で、従来から

の急速な人口減少や高速道路との競合等に加え、一昨年

からのコロナ禍により、ますます厳しい経営を強いられ

ております。経営安定基金の運用益の確保や助成金の交

付など、ＪＲ四国に対する支援が継続されているところ

ですが、依然厳しい経営環境のもとで自立を目指すため

には、新幹線の導入による抜本的高速化が不可欠であり

ます。昨年３月の衆参国土交通委員会において、ＪＲ四国

支援関連法案を審議する中で、「四国における新幹線につ

いても検討を進めること」との附帯決議が全会一致で採

択されたほか、同時期に策定されたＪＲ四国の長期ビジ

ョンの中でも、新幹線等による抜本的高速化の早期実現

に向けて取り組むことが明記されており、地域としても、

オール四国の体制で新幹線を迎え入れる機運をますます

盛り上げていきたいと考えております。 

四国の公共交通の基幹的役割を担うＪＲ四国は、ＪＲ

グループで唯一新幹線を持たない環境の中で、従来から

の急速な人口減少や高速道路との競合等に加え、コロナ

禍や燃油価格高騰により、ますます厳しい経営を強いら

れております。経営安定基金の運用益の確保や助成金の

交付など、ＪＲ四国に対する支援が継続されているとこ

ろですが、依然厳しい経営環境のもとで自立を目指すた

めには、新幹線の導入による抜本的高速化が不可欠であ

ります。令和３年３月の衆参国土交通委員会において、Ｊ

Ｒ四国支援関連法案を審議する中で、「四国における新幹

線についても検討を進めること」との附帯決議が全会一

致で採択されたほか、同時期に策定されたＪＲ四国の長

期ビジョンの中でも、新幹線等による抜本的高速化の早

期実現に向けて取り組むことが明記されており、地域と

しても、オール四国の体制で新幹線を迎え入れる機運を

ますます盛り上げていきたいと考えております。 

 

 

不安定な国際状況に起因し、燃油

価格が高騰している状況を追記 

 

 

 

 

時点修正 

四国の新幹線が実現すれば、対本州や四国内のアクセ

スが飛躍的に向上することで利便性が大いに高まり、ビ

ジネス・観光、文化等多様な分野での交流促進に多大な効

果があると見込んでおり、平成 26 年の「四国における鉄

道の抜本的高速化に関する基礎調査」においても、岡山か

ら瀬戸大橋を経由して四国の県庁所在地を結ぶルートで

は、フル規格新幹線整備に妥当性があるとの調査結果が

示されたことから、四国新幹線整備促進期成会では、リニ

ア中央新幹線の大阪延伸が予定される2037年を四国の新

幹線開業の目標として掲げているところです。 

四国の新幹線が実現すれば、対本州や四国内のアクセ

スが飛躍的に向上することで利便性が大いに高まり、ビ

ジネス・観光、文化等多様な分野での交流促進に多大な効

果があると見込んでおり、平成 26 年の「四国における鉄

道の抜本的高速化に関する基礎調査」においても、岡山か

ら瀬戸大橋を経由して四国の県庁所在地を結ぶルートで

は、フル規格新幹線整備に妥当性があるとの調査結果が

示されたことから、四国新幹線整備促進期成会では、リニ

ア中央新幹線の大阪延伸が予定される2037年を四国の新

幹線開業の目標として掲げているところです。 

 

また、近い将来の発生が危惧される南海トラフ地震や、 また、近い将来の発生が危惧される南海トラフ地震や、  
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近年激甚化・頻発化している自然災害への対応力を強化

し、リダンダンシーを確保した上で地域防災力を向上さ

せ、ポストコロナ時代における東京一極集中型から多核

連携型の国土形成への転換のためには、四国への新幹線

導入は不可欠であります。 

近年激甚化・頻発化している自然災害への対応力を強化

し、リダンダンシーを確保した上で地域防災力を向上さ

せ、ポストコロナ時代における東京一極集中型から多核

連携型の国土形成への転換のためには、四国への新幹線

導入は不可欠であります。 

本県においては、現在、ＪＲ松山駅の高架化事業を実施

する中で、新幹線乗り入れを念頭に、官民協働で新駅を検

討しているところであり、ＪＲ松山駅に新幹線駅を併設

し、これを起点として、南予地域を始めとする県内各地へ

の乗継利便性を向上させることによって、本県全域で新

幹線整備の波及効果が得られるようにすることが強く望

まれます。 

本県においては、現在、ＪＲ松山駅の高架化事業を実施

する中で、新幹線乗り入れを念頭に、官民協働で新駅を検

討しているところであり、ＪＲ松山駅に新幹線駅を併設

し、これを起点として、南予地域を始めとする県内各地へ

の乗継利便性を向上させることによって、本県全域で新

幹線整備の波及効果が得られるようにすることが強く望

まれます。 

 

加えて、四国の鉄道が、地域の活性化に向け、交通体系

の基幹としての使命と、地域住民の生活の足としての役

割を果たすためには、既存の鉄道網の維持・活性化を図る

ことも重要であることから、地域においては、県及び市町

等が、ＪＲ四国と一体となってその利用促進等に取り組

んでおり、国においても、在来線の線形改良や踏切の解

消、南予への電化延伸等のほか、老朽化対策や災害復旧事

業への支援の一層の拡充が望まれます。 

加えて、四国の鉄道が、地域の活性化に向け、交通体系

の基幹としての使命と、地域住民の生活の足としての役

割を果たすためには、既存の鉄道網の維持・活性化を図る

ことも重要であることから、地域においては、県及び市町

等が、ＪＲ四国と一体となってその利用促進等に取り組

んでおり、国においても、在来線の線形改良や踏切の解

消、南予への電化延伸等のほか、老朽化対策や災害復旧事

業への支援の一層の拡充が望まれます。 

 

つきましては、四国の新幹線の早期実現等に向け、以下

の点について特段のご高配を賜りますようお願い申し上

げます。 

つきましては、四国の新幹線の早期実現等に向け、以下

の点について特段のご高配を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

   

１ 四国の新幹線を四国の公共交通の骨格と位置づけ、

一日も早い実現を図るため、令和５年度(2023 年度)予

算編成において、整備計画格上げに向けた法定調査を

実施するための措置を講じること。 

１ 四国の新幹線を四国の公共交通の骨格と位置づけ、

一日も早い実現を図るため、令和６年度(2024 年度)予

算編成において、整備計画格上げに向けた法定調査を

実施するための措置を講じること。 

 

次年度予算編成での措置を講じ

るよう修正 

   

２ ＪＲ松山駅に新幹線駅を併設すること。 ２ ＪＲ松山駅に新幹線駅を併設すること。  

   

３ 在来線の維持・改良及び災害復旧に向けた支援を拡

充すること。 

３ 在来線の維持・改良及び災害復旧に向けた支援を拡

充すること。 

 

   

令和４年７月  令和５年 月 時点修正 



 

17 

愛媛県新幹線導入促進期成同盟会  

会長 愛媛県知事 中村 時広   

愛媛県新幹線導入促進期成同盟会  

会長 愛媛県知事 中村 時広   

 

（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 
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愛媛県新幹線導入促進期成同盟会規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、愛媛県新幹線導入促進期成同盟会という。 

 

（目的） 

第２条 本会は、鉄道の抜本的高速化を図るため、県内への新幹線導入を促進すると

ともに、在来線の整備促進及び県内の在来線の安全かつ安定的な運行確保のための

課題解決を図り、もって地域の振興発展に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 (1) 国、鉄道事業者、その他関係機関に対する要望活動 

 (2) 調査研究及び広報 

 (3) 課題解決のための協議・検討 

(4) 県内の在来線における列車の安全運行並びに鉄道利用者の安全確保を図るた

めに鉄道事業者が実施する老朽化対策であって、橋りょう・トンネル等の土木構

造物の長寿命化に資する事業に対する助成 

(5) 鉄道事業者が実施する災害復旧事業（鉄道軌道整備法（昭和 28 年法律第 169

号）第８条第４項又は同条第５項に定める災害復旧事業に限る。）に対する助成 

(6) その他目的達成のために必要な事業 

 

（会員） 

第４条 本会は、次の者をもって組織する。 

(1) 愛媛県知事及び県内市町の長 

(2) その他本会の趣旨に賛同する者 

 

（役員） 

第５条 本会に次の役員を置く。  

 (1) 会 長 １ 名 

 (2) 副会長 ３ 名 

 (3) 理 事 若干名 

 (4) 監 事 ２ 名 

２ 理事は、総会において会員のうちから選出する。 

３ 会長は、愛媛県知事の職にある者をもって充てる。 

４ 副会長は、理事のうちから会長が指名する。 

５ 監事は、総会において会員のうちから選出する。 

６ 理事及び監事は、相互に兼ねることができない。 

 

（役員の職務） 

第６条 会長は、会務を総理し、本会を代表する。 
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２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 

３ 理事は、本会の運営について審議する。 

４ 監事は、本会の会計を監査する。 

 

（役員の任期） 

第７条 役員の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 補欠のため選任された役員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了の場合においても、後任者が選任されるまでは、その職務を行

わなければならない。 

 

（顧問） 

第８条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、総会の承認を得て、会長が委嘱する。 

 

（会議） 

第９条 本会の会議は、総会及び理事会とし、会長が招集し、その議長となる。 

２ 総会は、次の事項を議決する。 

 (1) 規約の改廃 

 (2) 事業計画の決定及び事業報告 

 (3) 予算（予算流用を除く。）及び決算 

 (4) その他会長が必要と認めた事項 

３ 理事会は、会長、副会長及び理事をもって構成し、総会に付議する事項や本会の

運営に関する重要事項（予算のうち予算流用を含む。）を審議する。 

４ 会議の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところ

による。ただし、第３条第４号及び同条第５号に定める助成事業にかかる議事は、

当該助成事業に充てる会費を負担することとなる会員すべての同意を要するもの

とする。 

 

（幹事） 

第 10 条 本会に幹事を置く。 

２ 幹事は、会長、副会長及び理事の所属する団体の職員をもって充てる。 

３ 幹事は、会長の命を受けて、会務を処理する。 

 

（会計年度） 

第 11 条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。 

 

（経費） 

第 12 条 本会の運営に要する経費は、第４条第１号に定める会員の負担する会費及び

負担金並びにその他の収入をもって充てる。 

２ 本会の会計処理は、会長が別に定めるもののほか、愛媛県会計規則（昭和 45 年規

則第 18 号）及び愛媛県補助金等交付規則（平成 18 年規則第 17 号）に準ずる。 
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（区分経理） 

第 13 条 次に掲げる事業については、当該事業ごとに経理を区分しなければならない。 

(1) 次の各号に掲げる事業以外の事業 

(2) 第３条第４号に定める助成事業 

(3) 第３条第５号に定める助成事業 

 

（事務局） 

第 14 条 本会の事務を処理するため、愛媛県公共交通担当課内に事務局を置く。 

 

（雑則） 

第 15 条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する必要な事項は、会長が定

める。 

 

附 則 

 この規約は、平成 16 年５月 10 日から施行する。 

附 則 

 この規約は、平成 20 年５月 16 日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成 25 年５月 13 日から施行する。 

附 則 

 この規約は、平成 27 年２月３日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成 29 年３月 29 日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和３年２月 15 日から施行する。 
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